


台風 19 号災害を教訓とした防災・減災対策のさらなる推進について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本県の状況】 

・ 平成 30 年 7 月豪雨や台風 24 号の出水を踏まえ、県管理河川全て（295 河川）を緊急点検実施

し、土砂の異常堆積又は樹木繁茂による河川の氾濫リスクが高い箇所を把握。要対策箇所（593

箇所）のうち一定の要件を満たした箇所は「防災・減災、国土強靱化のための 3 か年緊急対策」

を、それ以外で浸水実績のある個所や人家連担部など緊急な対応が必要な箇所は「緊急自然災害

防止対策事業債」を活用し、集中的に対策を実施している。しかし、要対策箇所すべてを令和 2

年度までの事業期間内に対応することは困難であることから、これら事業の継続的な予算確保が

不可欠となっている。 

・ 平成 30年 7 月豪雨後に「平成 30 年 7 月豪雨を教訓とした安全・避難対策のあり方研究会」を

発足。その報告書を受け、ダム放流での死者ゼロを目指した取り組みなどを進めており、これら

の技術的支援や財政的支援が必要となっている。 

・ 今年の台風 19号被害等を受け、本県においても、主に河川ハード対策に主眼をおく「水防対策

検討会」と、主に避難ソフト対策に主眼をおく「防災避難対策検討会」を立ち上げ、計画規模を

超過する降雨においても人命を守る実効性のある水防・避難対策について検討をはじめている。 

台風 19 号を教訓とした「水防対策検討会」,「防災避難対策検討会」  11 月 7 日に第 1 回合同開催 

座長：鳥取大学学長顧問 柗見吉晴氏  構成員：有識者、関係行政機関 

 ①水防対策検討会 

目 的 
堤防決壊等の検証結果を踏まえ、新たな視点での堤防点検方法、短期実施事項、中長

期課題に関する今後の取組の方向性(調査等)を検討し、今後の治水対策に生かす。 

検 討 

課 題 

（案） 

流域全体での雨水貯留対策(遊水池･霞堤等)、ﾊﾞｯｸｳｫｰﾀｰ対策(ﾊﾞｯｸ堤･背割堤等)、堤防強化対策(川

裏側の補強･堤防舗装等)、新たな堤防点検方法、堤防管理の徹底、河川カメラと水位計の増設及び

停電対策、ダム放流の再検証、浸水想定区域図の周知方法 など 

②防災避難対策検討会 

目 的 
犠牲者ゼロを目指すために、確実な住民の避難行動に結びつく具体策を検討する。 

（速やかに検討を進め、方向性を整理し、地域防災計画に反映させる予定。） 

検 討 

課 題 

（案） 

あらゆる人が避難しやすい避難所環境の確保、広域避難のあり方、要配慮者利用施設の避難確保対

策、停電対策、分かりやすいハザード情報提示(例：３Ｄハザードマップ)など、住民の避難意識の

向上、非常用発電機の浸水対策の強化 など 
 

《提案・要望の内容》 

○ 氾濫による危険性が特に高い等の区間における河道掘削・樹木伐採等を実施す
る「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」の十分な予算確保ととも
に、令和３年度以降の継続及び事業内容の拡充を行うこと。また、当交付金事業
と連携して取り組む「緊急自然災害防止対策事業債」の継続を図ること。 

○ 多数の人命を奪った今回の台風 19 号等による激甚な災害の要因をしっかり検
証し、直轄河川整備計画の見直しなどに反映させるとともに、堤防決壊などから
人命を守るソフト・ハード対策の技術的支援と補正予算も含め事業費の総枠確保
に努めること。 

○ ダム放流時の逃げ遅れで死者を生じさせないための実効ある避難対策等が確立
できるよう支援すること。 

○ 豪雨等により、流出土砂や流木を捕捉して満砂している砂防堰堤が全国各地で
見られるが、堆積土砂を単独費で撤去することは財政負担が大きいため、制度の
拡充をすること。 


















